
個別避難計画について（概要） 
 

１ 概  要 

  ・個別避難計画は、高齢者や障害者等の自ら避難することが困難な避難行動要支援者

ごとに作成する避難支援のための計画。 

  ・これまでは避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（平成 25 年８月内閣

府（防災担当）で作成を促してきたが、今年５月に改正された災害対策基本法に位

置付け、さらに取組を促すこととなった。 
 

２ 対 象 者 

  ・高齢者や障害者等のうち、自ら避難することが困難であり、避難の確保を図るため

特に支援を要する避難行動要支援者。 

 

３ 計画作成 

  ・市町村が作成に努めるものとし、福祉専門職など関係者と連携して計画を作成。 
 

   ※地域における災害被害の想定や本人の心身の状況等を踏まえ、優先度の高い者から計画を作成 

   ※個別避難計画は、避難行動要支援者本人の同意を得て作成 

   ※個別避難計画を作成する経費については普通交付税で措置 

 

 ４ 記載内容 

   ・氏名、住所等のほか、次のような情報を記載する。 

①避難支援等を実施する者 

②避難先 

③避難時に配慮しなくてはならない事項（例：立つことや歩行ができない、音が 

聞こえない（聞き取りにくい）、物が見えない（見えにくい）、言葉や文字の理解

が難しい、顔見ても知人や家族とわからない、医療機器等の装着をしている） 

④自宅で想定されるハザードの状況、常備薬の有無 

⑤避難支援時の留意事項（例：避難所までの時間、避難経路、危険箇所等） 

 

 ５ 情報提供 

   ・適切な避難支援等が行えるよう、個別避難計画を避難支援等関係者などに提供。 

   ・平時は避難行動要支援者本人等の同意がある場合に提供し、災害時は本人の同意

を要しない。 



優先度を踏まえた個別避難計画の作成 

 

１ 対 象 者  

（１）作成の優先度の高い対象者 

・ハザードマップ上で危険な地域にお住まいで、かつ、 

・介護を要する方など、 

まずは、現時点で市町村が地域防災計画に定めた優先度の高い避難行動要支援者 

（※１）について、おおむね５年程度で作成（※２） 

※１ 優先度の高い避難行動要支援者とは、要介護度３～５の高齢者、身体障害者手帳１級、２

級等を所持する身体障害者や重度以上と判定された知的障害者等の自ら避難することが

困難な者のうち、ハザードマップで危険な区域に住む者や、独居又は夫婦二人暮らしの者

など、市町村が優先度の高いと判断する者 

※２ 作成には福祉専門職の参画も想定。作成経費については、これまでの事例等から福祉専門

職の参画に対する報酬や事務経費など一人当たり７千円程度を要すると想定 

 

（２）本人・地域での記入の個別避難計画も並行して取り組む 

優先度の高い者から個別避難計画の作成に取り組む一方で、各市町村の限られた

体制の中でできるだけ早期に避難行動要支援者全体で計画が作成されるようにする

ためには、市町村が作成する個別避難計画として、以下の取組を並行して進めるこ

とが適当である。 

①市町村が優先的に支援する計画づくり 

②本人やその家族、地域で防災活動を行う自主防災組織等が記入する計画づくり 

  

 ２ 取り組んでいただきたい事項 

（１）個別避難計画の作成 

①防災担当や福祉担当等の関係部署の共同体制で実施 

☑

②市町村が主体となり、福祉専門職をはじめさまざまな関係者と連携して作成 

 ☑

③優先度の高い者について、おおむね５年程度で作成 

④上記③と並行して、本人、地域が記入する計画の作成 
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⑤地域特性を踏まえた作成の取組 

☑

☑

（２）取り組むに当たって 

①早期の作成や更新の実務に着手 

☑

☑

②地域防災計画の変更 

☑

③個人情報の取扱いやマイナンバーの活用方針について整理 

☑

☑
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個別避難計画の作成に係る財政措置・支援策等 

 

１ 国の状況 

 

＜財政措置＞ 

〇優先度を踏まえた市町村における個別避難計画の作成経費について、令和３年度

より新たに地方交付税措置（※１） 

 

＜支 援 策＞ 

 〇作成手順等を明示した具体的な取組指針の提示（令和３年５月内閣府改定） 

・避難行動要支援者の避難行動支援の取組指針 

・福祉避難所の確保・運営ガイドライン 
 

 〇優良事例を全国的に展開するためのモデル事業の実施（内閣府事業） 
 

 〇活用の可能性のある既存の補助制度 

名 称 所管省庁 内 容 

防災・安全交付金 国土交通省 

別紙で示されるような考え方に合致
する場合は、個別避難計画の作成に
活用できる可能性がある（国等に要
相談）。 

農山漁村地域整備交付金 農林水産省 

施設整備（基幹事業）と一体となり、
施設整備の効果を一層高めるために
必要な取組を「効果促進事業」として
交付金の対象としており、個別避難
計画の作成に活用できる可能性があ
る（国等に要相談）。 

 

２ 県の状況 

 

＜支 援 策＞ 

  〇県及び県内全市町村で構成する「岡山県地区防災計画等作成推進協議会」におい

て、市町村が作成する個別避難計画等の作成の取組を支援 
 
  〇個別避難計画等の作成力の向上を図ることを目的とする「岡山県防災・福祉対応

力向上研修」の実施 
  
  〇既存の補助制度 

名 称 補助対象者 内 容 

岡山県防災まちづくり総

合支援事業費補助金 
市町村 

個別避難計画作成支援事業 

自主防災組織等が行う災害時に避難

支援の必要な高齢者等の要支援者ご

との個別避難計画の作成経費を支援 
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